


































































































 3 沖縄県沖縄史料編集所 [1978]『沖縄県史料近代1』,沖縄県教育委員会 ,ｐ115・
116。

















































































 8 福地曠昭 [1975]『同上』,ｐ45。





































 11 福地曠昭 [1975]『前掲書』,ｐ12。

































































 15 沖縄県沖縄史料編纂所 [1978]『前掲書』,p103。
 16 沖縄県沖縄史料編集所 [1978]「知事事務引継書、内政部地方課三、下部組織整
備状況二」,『同上』,p70。








































































 19 福地曠昭 [1975]『前掲書』,ｐ47。




























































































 25 大宜味村経済更生委員会 [1933]『前掲書』,p55。




年度 戸数（戸） 男子（名） 女子（名） 合計（名）
1934（昭和9）年 1,732 1,375 4,688 9,063
1940（昭和15）年 1,702 3,327 4,296 7,622
差（減少戸数・人数） -30 -1,048 -392 -1,441








































































































































































































































 41 河内聡子 [2011]「昭和前期の農村地域における<共同体>の編成とその機能―
産業組合の事例を中心に―」,『社会システム研究』第22号 ,京都大学社会シ
ステム研究刊行会。
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そのエネルギーとし農村の窮乏からの脱出を産業組合に託すものであった。
そして、婦人団体の在郷軍人化による婦人の役割の増大は、婦人らの社会
的地位向上要求とも合致していた。国防婦人会の拡大現象はまさに「着物
による階級性」の否定でもある。生活改善による消費節約項目であった冠
婚葬祭の簡素化は、現実に存在する貧富の差を一時的に覆い隠すものでも
あった。そして、学校教育制度と同様に徴兵制度、配給制度もまた社会的
平等への期待を内包した制度であったのである。
　経済更生運動や産業組合運動は国策であったが、その展開過程は上から
の一方的な要請のみでなく、農村窮乏からの脱出を希求する農民側からの
要請もあった。従って、そこにはこの運動を受容する農民個々の受容論理
も存在していた。在郷軍人化した農村婦人の活動は、常に家庭生活の効率
化と直結しており、産業組合が農村婦人を外の社会（社会的・経済的活動）
と関わらせる機会を与えたことにより、農村婦人の社会的地位と存在感が
向上したのである。
　産業組合の実利的な有用性（産業組合の価値）は、共同耕作、共同託児
所の設置など、農村婦人の社会的地位向上への内発的欲求を喚起した。し
かし、沖縄県においては、旧慣打破（琉球の伝統的な生活・文化の放棄）
＝生活改善（日本人化・同化・皇民化）＝消費節約＝戦費調達という国策
を受容することは、歴史的に構築された琉球アイデンティティを放棄する
ことを意味していた。
おわりに
　沖縄県においては、戦時統制経済の具体的な対象は人的資源としての沖
縄県民、沖縄経済の生産と流通とされるが、本稿では日本人化（同化・皇
民化）政策を強化される中で、戦時統制経済体制を推進していく琉球人の
国策受容論理を、物質的な生への欲求と、日本人化（同化・皇民化）を前
提とした人権を含む社会的平等への願望・要求として措定し論及した。
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近代沖縄行政村の総力戦体制への包摂過程と住民の受容論理 
　大宜味村政革新運動は、後進的な経済構造に昭和恐慌が追い打ちをかけ
た時代に、農村不況の打開策をめぐる村当局と農民との対立から発生した。
地主対小作の単なる小作料や耕作地引き揚げをめぐる小作争議ではなく、
村政の民主的改革を求める農民の行動は、農村窮乏化打開のエネルギーと、
海外移民、出稼ぎ、大宜味大工や漁民の他地域との交流など、開放性・移
動性に富んだ同村に流入した沖縄解放思想を基底とする社会主義思想が結
びついた運動であった。村政革新同盟は、明確な綱領に基づく村政革新の
対案（予算案）を提示し村当局と対峙した。
　昭和恐慌下農村社会の窮乏打開策の2本柱は、生産力の増強と生活改善
による消費節約であった。「生活改善」による消費節約運動は、伝統的な風俗、
習慣を破壊していく側面を有していた。「大宜味村経済更生計画」では、
各部落の歴史と伝統に基づいて行われてきた部落独自の伝統行事を、行政
権力の手で画一化、一元化する手法がとられていた。また、冗費節約を目
的とした村民の生活改善（生活改造）の内容は、村民の個人的な自己決定
権に委ねられていた冠婚葬祭、飲酒、喫煙、娯楽費の権力的な介入であり、
画一化した生活や農民の創出を意味していた。
　大宜味村政革新運動が、関西沖縄県人会結成の要因となった、沖縄県人
の生活と権利擁護思想の流れの中で発生したと仮定するならば、青年たち
にとって消費節約による生活改善は、伝統的な風俗・習慣の破壊、すなわ
ち「沖縄差別」に連なるものと理解されたに違いない。沖縄県における社
会主義思想は、イデオロギーではなく、「本土」との差別撤廃を動機とす
る沖縄解放思想や行動が階級的な思想や行動に先行した。それが琉球国併
合（琉球処分）後の琉日関係であり、沖縄県の日本における位置であった。
　経済更生運動で、自然村的共同体的紐帯を村常会―部落常会―隣保班と
いう行政村に再編し、農村の末端機構まで組織することに成功した中央政
府は、戦争の長期化とともに、農村・農家政策を天皇制イデオロギーによ
る教化運動で弥縫・補強しながら「銃後」を支える場として再編・強化し
ていった。そこには、非合理な天皇制イデオロギーとともに、生活や社会
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の合理性もまた併存していた。そのため、総力戦体制は、やがて学校教育、
徴兵制、消費節約運動、国防婦人会運動などに典型を見る様に、階級打破
による平準化（画一化）によって、国民全体が実利と「世間並み」の幸福
を享受できるものと認識され、国民広範に受容されていったのである。
